110　ヒューマン・ライツ・ウォッチによる
「高齢者に関する政府間作業部会」(IGWG)への提出文書
2026年4月22日

高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
一般的な枠組み、構成、および指針となる原則
はじめに
高齢者の人権に関する国際条約の策定を目指すという国連人権理事会の決定は、高齢者がすべての人権を十分に享受するための国際基準を成文化し、その欠落を補う機会を生み出し、エイジズムと年齢による差別のない世界のための枠組みを提供するものである[footnoteRef:1]。  [1:  国連人権理事会、「高齢者の人権の促進と保護に関する法的拘束力のある文書の策定のための無期限政府間作業部会」、決議58/13、A/HRC/RES/58/13] 

ヒューマン・ライツ・ウォッチ（HRW）は、高齢者に対する広範な人権侵害の実態を記録してきた[footnoteRef:2]。こうした調査結果に基づき、HRWは、本条約の包括的枠組み、中核的原則、および全体的な構造について、以下の提案を行う。 [2:  「高齢者の権利」、ヒューマン・ライツ・ウォッチ、2026年4月20日閲覧、 https://www.hrw.org/topic/rights-older-people.] 

質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？
条約の包括的枠組みは、その目的、概念的根拠、および適用範囲にかかっている。
目的
条約の目的は、高齢者が他者と対等な立場で、すべての人権を完全かつ平等に享受できるようにすることであるべきである。
概念的根拠
この条約は、高齢者が完全な法的人格、自律、および権利の享受における実質的平等を有するという原則に基づき、高齢者の多様性および彼らが経験する様々な形態の差別を認識した上で、高齢者に対する差別を禁止し排除する必要性を前提とすべきである。
本条約は、高齢者および高齢に対するエイジズムを高齢者に対する権利侵害の主因と認識することにより、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利をもつ権利主体であるという認識を最もよく反映し、強化することができる。世界保健機関（WHO）は、エイジズムを、年齢に基づく人々に対する固定観念（我々の考え方）、偏見（我々の感じ方）、および差別（我々の行動）と定義している[footnoteRef:3]。高齢者は若者よりも能力が低く、生産性が低く、価値が低いというエイジズムの固定観念や偏見は、高齢者の尊厳を脅かし、しばしば、高齢者を差別し、その権利を否定する法律、政策、慣行の根底にある[footnoteRef:4]。 [3:  世界保健機関（WHO）、「エイジズムに関する世界報告」、2021年3月18日、https://www.who.int/publications/i/item/9789240016866（2026年4月20日閲覧）、p. 2]  [4:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「老いた罰：韓国の年齢に基づく政策と高齢労働者の権利」、2025年7月、https://www.hrw.org/report/2025/07/08/punished-for-getting-older/south-koreas-age-based-policies-and-older-workers] 

エイジズムは、ジェンダー、人種、障害、社会経済的地位など、他の要因に基づく固定観念や偏見と交差することが多く、特定の形態の交差的差別を生み出す[footnoteRef:5]。差別は累積的であり、その悪影響は人の生涯を通じて積み重なり、高齢期にその影響を痛切に感じるようになる。特に高齢女性は、生涯を通じてジェンダー差別の累積的な影響を受けており、これに年齢による差別や、高齢女性へのジェンダーとエイジズムの交差した固定観念が重なることによって、その影響はさらに増幅される可能性がある[footnoteRef:6]。この差別は、特定の個人に向けられたものではなく、法律、政策、慣行に組み込まれた制度的なものであり、高齢者に不平等な結果をもたらす[footnoteRef:7]。 [5:  国連女性差別撤廃委員会、「高齢女性とその人権の保護に関する一般勧告第27号」、国連文書 CEDAW/C/GC/27 (2010年)、 https://www.refworld.org/legal/general/cedaw/2010/en/27430（2025年2月3日閲覧）、パラグラフ9。]  [6:  国連女性差別撤廃委員会、「高齢女性とその人権の保護に関する一般勧告第27号」、国連文書 CEDAW/C/GC/27 (2010)、 https://www.refworld.org/legal/general/cedaw/2010/en/27430（2026年4月22日閲覧）、パラグラフ11。]  [7:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「老いた罰：韓国の年齢に基づく政策と高齢労働者の権利」、2025年7月、https://www.hrw.org/report/2025/07/08/punished-for-getting-older/south-koreas-age-based-policies-and-older-workers] 

本条約は、「高齢」が社会的に構築されたものであることを認識すべきである。高齢がいつから始まるかという認識や、高齢を構成する指標（marker）は、社会的・文化的規範や期待に影響を受けており、社会的、経済的、文化的文脈によって異なる[footnoteRef:8]。人は、既知または推定された高齢を理由に、エイジズムにさらされたり、差別を受けたり、権利を否定されたりし始めるのであって、それが始まる単一の暦年齢は存在しない。 [8:  Sasha Johfre and Aliya Saperstein, 「年齢の社会的構築：概念と測定」、社会学年報49 (2023): 339-358, 2026年4月アクセス, doi:10.1146/annurev-soc-031021-121020] 

また、本条約は、経済的不平等や気候変動など、権利侵害の上記以外の要因が高齢者に与える特有の影響についても認識すべきである。
適用範囲
本条約は、実際のあるいは推定された高齢という理由のみにより、あるいは他の理由と組み合わせて、権利を否定されている、または否定される危険にさらされているすべての人、およびエイジズムや年齢による差別の対象となっているすべての人に適用される。
条約の適用対象を定義するために恣意的な年齢を設定することは、高齢という社会的構築物や、高齢者の権利の享受を脅かす交差する要因を無視することになる。また、その年齢未満であっても、実際のあるいは推定された高齢を理由に権利を剥奪されている、あるいは剥奪される危険にさらされている人、あるいは差別を受けている人を排除するリスクが生じる。条約の目的を記述する際、その適用対象に関するいかなる記述においても、高齢という社会的構築物および交差する要因を認識すべきである。
質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？
条約には、一連の原則を含めるべきである。それらは条約に含まれる権利に反映され、かつそれらの解釈と実施の基盤となる。それらには以下が含まれるが、これらに限定されない：
- 無差別
- 実質的平等（すべての高齢者の間における平等を含む[footnoteRef:9]） [9:  実質的平等とは、法律や政策における「形式的平等」を超えたものであり、機会と結果の平等、すなわち実際の平等を指す。本条約は、他の条約体が行ってきた取り組み（例えば、一般的意見など）を踏まえ、無差別義務の範囲を明確にし、実質的平等を達成する方法（例えば、積極的措置（positive action）や合理的配慮を含めて、必要となる可能性のある措置）について、具体化すべきである。] 

- ジェンダー平等およびライフコース全体にわたるジェンダーに基づく差別の撤廃
- 固有の尊厳および個人の意思決定の尊重
- 身体の自律とそのままの状態で保護されること（これには、暴力、虐待、ネグレクト、および有害な慣行からの自由が含まれる）
- 社会への完全かつ平等な参加と包摂
- アクセシビリティ
- すべての人権の相互依存性と不可分性
- 既存の人権基準の後退の禁止
本条約は、既存の高齢者の人権を再確認するとともに、さらなる規範的発展が必要な欠点を特定し、それに対処することによって、既存の国際人権基準を補完・発展させることができる。また、これらの権利が高齢者に、そして高齢という文脈においてどのように適用されるかを明確に規定すべきである。各権利について、条文に規定すべきことは、高齢者がどのような権利を有するかを述べた確認事項、権利の範囲（例えば公的および私的場面の両方に適用される、など）、そしてその権利を尊重、保護、実現するために国家が講じるべき措置などである。　
[bookmark: _Hlk230837984]高齢者は、生活の多くの側面において人権侵害に直面している。HRWは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック下における移動の差別的制限[footnoteRef:10]、雇用における差別的扱いのエイジズムに基づく正当化[footnoteRef:11]、職業的分離[footnoteRef:12]、武力紛争下での虐待[footnoteRef:13]、気候危機への対応からの排除[footnoteRef:14]、インフォームド・コンセントおよび法的能力の否定[footnoteRef:15]、ならびに不十分な社会保障[footnoteRef:16]など、高齢者に対する広範な人権侵害を記録している。また、HRWは、高齢の女性が直面する特有かつ複合的な被害[footnoteRef:17]、黒人高齢女性に対する医療政策の不均衡な影響[footnoteRef:18]、ナーシングホームにおける化学的拘束の使用[footnoteRef:19]、地域社会で独立した生活を送るための不十分なケアおよび支援サービス[footnoteRef:20]、高齢受刑者への虐待[footnoteRef:21]、および自由の剥奪[footnoteRef:22]についても記録している。 [10:  エミナ・チェリモヴィッチ、マーガレット・ワース、「ボスニア・ヘルツェゴビナの子どもと高齢者に対する新型コロナウイルス対策は不適切である」、2020年4月2日、https://www.hrw.org/news/2020/04/02/bosnia-and-herzegovinas-coronavirus-curbs-children-and-older-people-are-ill]  [11:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「老いた罰」]  [12:  同上]  [13:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「誰も免れない：武力紛争における高齢者への虐待」、2022年2月、https://www.hrw.org/report/2022/02/23/no-one-spared/abuses-against-older-people-armed-conflict]  [14:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「カナダ：猛暑による壊滅的な影響：ブリティッシュコロンビア州における高齢者および障害のある人の保護の欠如」、2021年10月5日、https://www.hrw.org/news/2021/10/05/canada-disastrous-impact-extreme-heat]  [15:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「高齢者のあらゆる人権の享受に関する独立専門家への提出文書：法的能力とインフォームド・コンセントについて」、2024年2月23日、 https://www.hrw.org/news/2024/02/23/submission-to-the-independent-expert-on-the-enjoyment-of-all-human-rights-by-0]  [16:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「心が引き裂かれる：ドイツの社会保障制度における貧困とジェンダー」、2025年3月、https://www.hrw.org/report/2025/03/24/it-tears-you-apart/poverty-and-gender-germanys-social-security-system]  [17:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「高齢女性の権利：高齢者のすべての人権の享受に関する国連独立専門家への提出文書」、2021年4月16日、https://www.hrw.org/news/2021/04/16/human-rights-older-women]  [18:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「アクセスが必要：ジョージア州農村部における子宮頸がんによる予防可能な死を終わらせるために」、2022年1月、https://www.hrw.org/report/2022/01/20/we-need-access/ending-preventable-deaths-cervical-cancer-rural-georgia]  [19:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「Fading Away」：オーストラリアの高齢者ケア施設における認知症高齢者の化学的拘束の実態、2019年10月、https://www.hrw.org/report/2019/10/15/fading-away/how-aged-care-facilities-australia-chemically-restrain-older-people]  [20:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「この政府も私を見捨てている」：南アフリカにおける高齢者へのアパルトヘイトの遺産、2023年6月、https://www.hrw.org/report/2023/06/27/government-failing-me-too/south-africa-compounds-legacy-apartheid-older-people]  [21:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「人間として扱われていない」：日本における収監中の女性への虐待、2023年11月、https://www.hrw.org/report/2023/11/14/they-dont-treat-us-human-beings/abuse-imprisoned-women-japan]  [22:  ヒューマン・ライツ・ウォッチ、「高齢者のすべての人権の享受に関する独立専門家への提出文書：自由を奪われた高齢者」、2022年4月1日、https://www.hrw.org/news/2022/04/22/submission-independent-expert-enjoyment-all-human-rights-older-persons] 

本条約は、高齢者がすべての人権を享受し、他の人と平等に社会に参加できるよう、市民的、文化的、経済的、政治的、社会的人権の全範囲を網羅すべきである。
本条約は、高齢であることを理由とする差別、および社会的・文化的規範に基づくものを含め、高齢者に割り当てられた年齢特有の役割に基づく差別を禁止すべきである。これには、直接的および間接的差別、高齢であると思われたことによる差別や高齢者の関係者であることによる差別（discrimination based on association）、累積的差別、2つ以上の理由に基づく交差的差別、ならびに制度的差別（systemic discrimination）の定義を含めるべきである。合理的配慮の拒否も、差別の形態として含めるべきである。年齢に基づく異なった取扱いは、国際人権法に準拠して正当化されなければならない。エイジズムまたはその他の固定観念に基づく差別的取扱いの正当化は認められてはならない。年齢による差別を根絶する国家の責任は、公共部門と民間部門の双方に適用されるべきである。また、国家には、実際上の平等を確保するための積極的措置を講じる義務がある。　
またこの条約は、あらゆる形態のエイジズムに対する認識を高め、これを根絶するための措置を講じるよう、各国に義務付けるべきである。エイジズムの態度や慣行は、経済的、社会的、文化的背景によって多様な形で現れる可能性がある。条約は、高齢者がどこに住んでいようとも普遍的に人権を享受できるよう、こうした差異を認識すべきである。
条約は、他の国際人権条約の下で保障されている人権の保護水準を低下させるような例外、制限、または制約を認めてはならず、また、高齢者が他者と平等に権利を享受することを妨げる既存の制限を引き継いではならない。
質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？
条約の構造または枠組みには、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきである。
一般的義務に関して、条約は、条約内の権利を保護し、尊重し、実現するための国家の義務と説明責任を規定すべきである。そこでは、条約内のすべての権利に適用される国家の一般的義務を含めるべきである。これには、以下の義務が含まれるがそれらに限定されない。：
・ 高齢者への人権侵害を行わない。また、必要な資源の提供などを通じて、その権利を実現する措置を講じる。
・ 民間による高齢者の人権侵害を防止し抑止するために必要なあらゆる措置を講じる。これには、そのような侵害を調査し処罰する手続上の義務の履行も含まれる。
・ 本条約で認められた権利を実施するために、適切な立法上、行政上、その他のあらゆる措置を講じる。 
・ 高齢者に対するあらゆる形態の差別を禁止し、根絶する。これには、高齢者を差別している既存の法律、規制、慣行の改正または廃止も含まれる。
・ すべての高齢者を含む、実際上の平等を確保するための特別措置を講じる。 
・ 高齢者が社会および意思決定プロセスに完全かつ効果的に参加できるよう、あらゆる適切な措置を講じる。 
・ 本条約により保障される権利の侵害に対し、侵害者が誰であろうと、国内法に基づき高齢者に救済を受ける権利を保障する。
・ 市民社会、特に高齢者およびその代表組織と協議を行う。
（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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